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（単位：千円）

電話番号

メールアドレス

Ａ

Ｂ’ Ｂ’’ Ｂ’’’ Ｂ’’’’

経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、

④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

合計  3,590,399  3,463,287  1,678,845  968,540  815,902  -  86,181 40,931

1 R3 単 －
防災活動支
援事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 15,265 15,265 15,265

①コロナ禍における避難所の感染拡大防止対策を図るため、簡
易間仕切り等の資器材を備蓄する。
②③
・簡易間仕切り（屋根なし）225台×35,220円×1.1＝8,716,950円
・簡易ベッド380台×10,000円×1.1＝4,180,000円
・サニタリー袋720箱（30枚入×720箱＝21,600枚）×330円×1.1
＝261,360円
・ウェットタオル12,200本×70円×1.1＝939,400円
・サージカルマスク12箱（1,440枚入×12箱＝17,280枚）×83,000
円×1.1＝1,095,600円
・手指アルコール消毒剤70本×920円×1.1＝70,840円
合計15,264,150円
④想定避難者数20,000人、避難所92か所

－ － － － R4.4 R5.3

第５次越谷市総合振興計画前期
基本計画に定める備蓄資器材の
整備率について、目標値である
100％を達成する。

市HP R4補正（地）

2

3 R3 単 －

障がい者施
設抗原検査
キット補助
事業（R4.4
月～R4.6月
対応分）

通常交付金 ○

③-Ⅰ-２．ワクチン
接種の促進、検査の
環境整備、治療薬の

確保

○ － 7,560 7,560 7,560

①障がい者入所施設等における新型コロナウイルス感染症クラ
スターの発生の防止及びサービスの継続的な提供を維持する
ことを目的に、感染が疑われる従事者等の抗原検査（保険適用
されるものを除く）を行う施設に対して補助金を交付する。
②抗原検査キット購入費用
③期間：令和4年4月から6月
　補助対象：入所施設等25施設420人
　補助内容：3,000円（上限）／1回×6回（期間中2週間に1回程
度）×420人＝7,560,000円
④障がい者入所施設等において感染が疑われる従事者及び入
所者

－ － － － R4.4 R4.8
対象施設におけるクラスター発生
件数を０件とする。

事業者向けにメール通知、市HP R4補正（地）

4 R3 単 －

新型コロナ
ウイルス感
染症発生施
設用衛生用
品等備蓄事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 3,737 3,737 3,737

①新型コロナウイルス感染症の陽性者が発生した高齢者施設
等では、平常時以上に衛生用品や事業継続のための検査キッ
トを消費するため、必要が生じた施設に市から配布できるよう備
蓄する
②③使い捨てエプロン親指フックタイプ(30枚/1箱）　1,795円×
250箱×1.1＝493,625円
プラスチックガウン(20枚/1箱）　1,740円×250箱×1.1＝478,500
円
つなぎ(防水)(1着) 777円×500着×1.1＝427,350円
N95微粒子用マスク(枚)　220円×600枚×1.1+122円×4,000枚
×1.1＝682,000円
使いきり手袋(100枚/1箱)　1,214円×200箱×1.1＝267,080円
使い捨てヘアキャップ(100枚/1箱)　817円×100箱×1.1＝
89,870円
シューズカバー(50足/1箱) 917円×100箱×1.1＝100,870円
フェイスシールド(フレーム/1本,シールド/1枚)　176円×1,000本
×1.1＋135円×2,500枚×1.1＝564,850円
検査キット（5キット/箱）4,500円×70箱×1.1＝346,500円
備蓄保管庫　86,600円×3台×1.1＝285,780円
計3,736,425円
④高齢者施設従事者

－ － － － R4.4 R5.3

配付を希望した100%の施設に対
し、必要な資材を提供し、陽性者
が発生した施設での感染拡大防
止を支援する。

事業所に対し、メール等で、感染
対策の呼び掛けと同時に本事業
についての周知を行う

R4補正（地）

5
6
7

8 R3 単 －

乳幼児コミュ
ニケーション
発育支援事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 8,263 8,263 8,263

①就学前児童への保育において、コロナ禍では感染拡大防止
のため保育士等がマスクの着用を余儀なくされているが、保育
士等の口元が見えないことにより、児童のコミュニケーション面
の発育に影響を及ぼすことが懸念されていることから、「口元の
見えるマスク」を各施設の保育士に配付し保育時に使用するこ
とにより、感染拡大防止を図りつつ児童のコミュニケーションへ
の発育を促す保育が行える。
②「口元の見えるマスク」の購入
③
（私立）＠1,480円（税込）／枚×1,521人×3枚/人＝6,753,240円
（公立）＠1,480円（税込）／枚×510人×2枚/人＝1,509,600円
計8,262,840円
④私立保育園、認定こども園、地域型保育事業所、私立幼稚
園、公立保育所、認可外保育施設

－ － － － R4.4 R5.3

口元の見えるマスクを使った保育
を行う頻度及び時間を週に2日、1
日あたり４時間程度実施し、児童
のコミュニケーションへの発育を
促す保育を実施する。

報道機関を通じて周知、市HP R4補正（地）

9 R3 単 －
保育所にお
ける感染拡
大防止事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 1,594 1,594 1,594

①コロナ禍において、保育所が児童の安心安全な保育環境を
確保しつつ保育運営を着実に継続するため、保育所の感染症
対策等を講じる取組を迅速かつ柔軟に対応できるよう支援す
る。
②所内消毒に使用するオゾン発生装置の購入
③＠289,800円×5台×1.1＝1,593,900円
④公立保育所18か所

－ － － － R4.7 R4.11
保育所開所率（1-（休園日数/開
所必要日数）*100）を90％とする。

実施予定内容について、プレスリ
リースにより報道期間を通じて周
知、加えて、市HPへ掲載を検討

R4当初（地）

10 R3 単 －

医療機関等
における感
染症対策確
保事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 495 495 495

①新型コロナウイルスの感染拡大に備え、必要な防護具等を確
保する。
②感染防護具（ガウン、キャップ、シューズカバー）の購入
③感染防護具（ガウン、キャップ、シューズカバー）
500セット×＠900円×1.1（消費税）＝495,000円
④医療機関等を対象に市で備蓄

－ － － － R4.9 R4.11
感染症対策備蓄計画（感染防護
具備蓄4,100セット）に基づき、不
足分（500セット）を確保する。

市HP R4当初（地）

11 R3 単 －

地域医療提
供体制確保
事業（当初
予算対応
分）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-１．医療提供
体制の強化

○ － 4,787 4,787 4,787

①新型コロナウイルス感染症に対する診療や検査体制に万全
を期すため、休日当番医の体制拡充を図る。
②委託料
③休日　（1）＠150,700円×延べ19医療機関＝2,863,300円
　　　　　（２）＠301,400円×延べ6医療機関＝1,808,400円
　　　　　（３）＠115,180円×延べ1医療機関＝115,180円
           合計　4,786,880円
④市内医療機関

－ － － － R4.4 R4.9

祝日等に新型コロナウイルス感染
症に対する診療や検査を実施す
る医療機関を１日あたり２～３医
療機関程度確保する。

市HP、広報紙、Cityメール、SNS R4当初（地）

12 R3 単 －
傷病給付金
（当初予算
対応分）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 2,000 2,000 2,000

①②新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観点から、自営
業者やフリーランスなど、様々な形態の被保険者においても休
みやすい環境を整備することを目的として新型コロナウイルス
感染症に感染した場合に傷病給付金を支給する。
③一律100,000円×20件＝2,000,000円
④国民健康保険及び後期高齢者医療の被保険者のうち傷病手
当金の対象とならない個人事業主等で新型コロナウイルスに感
染等し、療養のため事業を営むことができない方

－ － ○ － R4.4 R5.3
申請件数に対する支給を100％と
する。

市HP R4当初（地）

移替先

通常分　交付限度額①
（令和3年度本省繰越分）（国のR3予算）

通常分　交付限度額②
（令和4年1～3月補助裏分）（国のR3予算）

-

地方単独事業費 -

通常分
既配分額（国のR４予算・交付限度額⑦）

-

重点交付金分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑥）

591,022

配分予定額計 2,714,599

86,182

392,433

1,461,597

1,592,663

通常分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑤）

661,980

国のR4予算分(R4.9.20)（交付限度額⑥）

地方単独事業費

国庫補助事業費 -

1,371,318

90,279

★★★★★令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

1,100,000通常分
既配分額（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）

重点交付金分
既配分額（国のR4予算・交付限度額⑥）

815,902

-

815,902

国庫補助事業費

通常分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑦）

通常分　配分予定額計
（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）

通常分　交付限度額⑤
（令和4年4月28日通知）（国のR4予算）

重点交付金分　交付限度額⑥
（令和4年9月20日通知）（国のR4予算）

通常分　交付限度額⑦
（令和4年12月補助裏分）（国のR4予算）

591,022

通常分
既配分額（国のR4予算・交付限度額⑤）

2,978,742

通常分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑦）

90,279

通常分　今回配分予定額
（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）

1,461,597

50,658

661,980

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

220,660

661,980

通常分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑤）

-968,540

968,540

-

 本省繰越希望額
（R4補正予算により措置された補助裏分（法定率事業に限る）交付限度額⑦に係る希望額）

交付限度額計

-

個人を対象
とした給付

金等

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

埼玉県

越谷市

11222

都道府県名

地方公共団体名

都道府県・市町村コード（５桁）

担当部局課名

担当者氏名

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな

い

交付対象経費

-

総務省

国のR4予算分(R4.4.28)（交付限度額⑤）

地方単独事業費

国庫補助事業費

交付金の区
分

種類

国のR4予算分（交付限度額⑦）

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価

格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要

な事業

重点交付金分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑥）

Ｂ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

小計　通常分　交付限度額①＋②＋③＋④
（国のR3予算）

通常分　交付限度額③
（令和4年４月以降補助裏分）（国のR3予算）

通常分　交付限度額④
（令和4年4月28日通知）（国のR3予算）

国のR3予算分（交付限度額①、②、③、④）

地方単独事業費

国庫補助事業費

1,678,845

264,143

 本省繰越希望額
（R4予備費により措置された重点交付金分交付限度額⑥に係る希望額）

264,143

198,589

 本省繰越希望額
（R4予備費により措置された通常交付金分交付限度額⑤に係る希望額）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、

④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

個人を対象
とした給付

金等

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな

い

交付金の区
分

種類

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価

格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要

な事業

Ｂ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

13 R3 単 －
入院待機者
支援事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-１．医療提供
体制の強化

○ － 10,286 10,286 10,286

①新型コロナウイルス感染症の自宅療養患者のうち血中酸素
飽和度の低下等により入院が必要な方（入院待機者）等の重篤
化を防ぐため、越谷市医師会と連携し、入院先が決まるまでの
間、在宅での応急的な処置（酸素投与）を行う体制を整備する。
②委託料
③【コーディネート料】（平日）3,500円×34件=119,000円、（土日
祝）4,375円×11件=48,125円【待機料】（平日）8,000円×73件
=584,000円、（土日祝）10,000円×41日=410,000円【コーディネー
ト事務補助業務】2,000円×45件=90,000円【医師待機料】（診療
日）10,000円×23件=230,000円、（診療日以外）12,000円×18件
=216,000円【初回訪問料】（平日）20,000円×34件=680,000円、
（土日祝）25,000円×11件=275,000円 【再訪問料】（平日）10,000
円×22件=220,000円、（土日祝）12,500円×13件=162,500円【訪
問待機料】（平日）16,000円×73件=1,168,000円、（土日祝）
20,000円×41日=820,000円【酸素濃縮器消毒・回収業務】15,000
円×37件=555,000円【点滴対応料】2,500円×97件=242,500円
【感染対策料】2,000円×80件=160,000円【酸素濃縮器リース料】
18,800円×113台=2,124,400円【酸素濃縮器保管場所リース料】
96,050円×12か月=1,152,600円
。小計9,257,125円。消費税925,712円。【訪問従事者保険料（非
課税）】21,000円×49名＝102,900円。合計10,285,737円
④入院待機者

－ － － － R4.4 R5.3
処置数を90人（15人×6か月）とす
る。

市HP R4当初（地）

14 R3 単 －
医療機器等
配送

通常交付金 ○
③-Ⅰ-１．医療提供
体制の強化

○ － 19,925 19,925 19,925

①新型コロナウイルス感染症の自宅療養患者宅へパルスオキ
シメーター等の配送を行う。
②委託料
③29,500円×614件=18,113,000円
【消費税】1,811,300円。合計19,924,300円
④自宅療養者

－ － － － R4.4 R5.3
処置数を90人（15人×6か月）とす
る。

市HP R4当初（地）

15 R3 単 －
廃棄物収集
運搬事業者
支援事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 6,492 6,492 6,492

①新型コロナウイルス感染拡大に伴い、粗大ごみの直接搬入を
制限している中、家庭から排出される粗大ごみ等の増加による
収集運搬業者の業務量増大への対応として、収集車両の増車
による必要経費としての委託料の増額
②委託料の増額
③粗大ごみ等収集運搬委託料
　1台×983,500円×6か月×1.1（消費税）＝6,491,100円
④廃棄物収集運搬業者

－ － － － R4.4 R4.9
収集車両の増車分による1か月の
収集件数を600件分追加する。

市HP R4当初（地）

16 R3 単 －
ＤＸ推進支
援窓口設置
事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 6,370 6,370 6,370

①新型コロナウイルス感染症の影響を受ける市内事業者のデ
ジタル技術の導入及びＤＸ推進を支援する。
②③委託人件費5,235,000円、セミナー開催費用148,000円、委
託事務費987,000円
④市内事業者

－ － － － R4.4 R5.3 相談件数を500件とする。 市HP、広報紙、商工会議所会報 R4補正（地）

17 R3 単 －
地域振興券
事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら
しへの支援

○ － 552,013 552,013 552,013

①新型コロナウイルス感染症の影響を受けて落ち込んだ地域
経済の回復へ向けて、プレミアム分を付与した商品券を発行し、
市民の消費喚起と事業者の売上増大を図る。
②地域振興券事業委託料
③地域振興券事業委託料　合計552,013,000円
委託料の内訳（商品券発行33,800,000円、広報12,934,000円、
参加店管理17,812,000円、換金事務57,023,000円、コールセン
ター15,800,000円、郵送料17,010,000円、その他事務費等
37,634,000円、プレミアム分負担360,000,000円）
④18歳以上の市民及び市内事業者

－ － － － R4.5 R5.3
商品券の換金総額を
1,544,000,000円（換金率99％）と
する。

市HP、広報紙、商品券専用ホーム
ページ

R4補正（地）

18 R3 単 －
店舗・事業
所改修支援
補助金

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 50,789 50,789 50,789

①ポストコロナへ向けた店舗や事業所の環境整備を支援すると
ともに、市内施工業者の受注機会の拡大を図るため、市内事業
者が実施する改修工事費用の一部を助成する。
②市内事業者を利用して実施する改修工事費用及び助成に係
る事務費
③
市内事業者を利用して実施する改修工事費用：
　補助率1/2、補助上限額1,000,000円、想定件数50件
　1,000,000円×50件＝50,000,000円
事務費：会計年度任用職員人件費788,443円
④市内中小企業者

－ － － － R4.6 R5.3 交付件数を50件とする。 市HP、広報紙、商工会議所会報 R4補正（地）

19 R3 単 －
ビジネスパ
ワーアップ
補助金

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 25,000 25,000 25,000

①コロナ禍における新常態（ニューノーマル）に適応するため、
新商品等開発、販路開拓、人材育成、生産性向上、多様な働き
方推進、ＤＸ推進などに取り組む市内事業者の対象経費の一部
を助成する。
②新商品等開発、販路開拓、人材育成、生産性向上、多様な働
き方推進、ＤＸ推進に係る経費
③補助率3/4、補助上限額1,000,000円
　1,000,000円×25件＝25,000,000円
④市内中小企業者

－ － － － R4.4 R5.2 交付件数を25件とする。 市HP、広報紙、商工会議所会報 R4当初（地）

20 R3 単 －

救急活動に
おける感染
防止対策資
器材及び医
薬材料等の
整備事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-１．医療提供
体制の強化

○ － 8,168 8,168 8,168

①感染症対策防護具、医薬材料や感染性廃棄物の処分費用な
ど新型コロナウイルス感染症に係る救急活動に必要な資器材
等を整備する。
②救急隊員が使用する感染症対策防護具、新型コロナウイル
ス感染症患者へ使用する酸素等の医薬材料及び感染性廃棄
物の処分費用等
③積算根拠
・感染症対策防護具一式
ガウン、ズボン、シューズカバー、ゴーグル、手袋、N95マスク
合計3,399,440円
・医薬材料一式
酸素ボンベ充填、ニトリルグローブ、サージカルマスク、
アイソレーター用フィルター、高濃度マスク、中濃度マスク、次亜
塩素酸ナトリウム 計1,703,900円
・救急医薬材処分委託料　＠3,450円×340箱×1.10 ＝
1,290,300円
・感染防止服借上料　＠3,080円×72枚×8か月=1,774,080円
合計8,167,720円
④市民（新型コロナウイルス感染症患者等救急搬送される傷病
者）及び救急業務に従事する消防職員

－ － － － R4.4 R5.3
感染症対策備蓄計画（感染防護
具備蓄4,500セット）に基づき、不
足分（2,000セット）を確保する。

市HP R4当初（地）

21 R3 単 －
デジタル
アーカイブ
事業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園
都市国家構想」

○ － 66,938 38,352 38,352 28,586

①市の所有する歴史資料や地域資料・公文書等の知的資産を
デジタル化し、オンラインで公開するデジタルアーカイブを整備
することで、地域住民等が市役所や図書館等に直接来ることな
く各種資料を閲覧・活用できるようにし、コロナ禍における非接
触での情報公開や、地域学習・生涯学習・社会教育活動等の支
援を行う。また、市内小学校の社会科の副読本にデジタルアー
カイブの二次元コードを掲載するなど、学校教育におけるオンラ
イン学習に活用する。
②デジタルアーカイブシステム構築に係る経費
③【総事業費】
（１）Webサイトの構築：9,856,000円
（2）資料約3万点のデジタル化、メタデータ作成、ビューア作成：
53,771,000円
(3)画面の作成他：3,311,000円
【その他財源】
公益財団法人図書館振興財団助成金：28,585,909円
④デジタルアーカイブを利用する者（地域住民、学校、職員等）

－ － － － R4.4 R5.3

越谷市情報化推進計画2021に基
づき、デジタル化した資料を誰も
がインターネット上で閲覧・活用で
きるデジタルアーカイブのシステ
ム構築を100％実施する。

広報紙および市広報テレビ番組 R4当初（地）

22 R3 単 －
電子書籍事
業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園
都市国家構想」

○ － 10,162 10,162 10,162

①インターネットを通じ、いつでもどこでも貸出・返却が可能な電
子書籍の整備数を充実させることにより、書籍等を媒体とした感
染リスクを軽減する。また、新型コロナウイルス感染症で重症化
するリスクのある高齢者や持病のある方など、外出を控えてい
る市民の読書活動を維持する。
②③
Librarie電子書籍等　平均単価3,600円×2,500タイトル＝
9,000,000円
Librarie電子書籍等（TRC MARC） 95 円× 2,500タイトル＝
237,500円
合計　9,237,500円 × 1.1（消費税） ＝10,161,250円　
④図書館利用者

－ － － － R4.4 R5.3
令和３年度購入分と合わせて
6,000タイトル以上を目標とする

市HP、広報紙、チラシによる周知 R4当初（地）
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経済対策との関係
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参考資料
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の国庫補助事業名と

所管省庁名）
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とした給付
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等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｎｏ

国
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予
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度
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ていな

い
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独

所

管
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において
原油価

格・物価
高騰等に
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生活者や
事業者に
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援

コロナ感染
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として必要

な事業

Ｂ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

23 R3 単 －

教員業務支
援員（スクー
ル・サポー
ト・スタッフ）
配置事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 41,339 41,339 41,339

①新型コロナウイルス感染症の感染防止のため校内の消毒・
換気・清掃、学習プリント等の準備・印刷などの業務を支援する
ためスクール・サポート・スタッフを配置する。
②報酬、期末手当、費用弁償
③原則週5日（週3日又は週2日）×４時間/日の勤務
配置期間R4.4.7～R4.7.20、R4.9.1～R4.12.23、R5.1.10～R5.3.24
報酬：＠1,043円×4H/日×199日×22人＝18,265,016円
＠1,009円×4H/日×199日×22人＝17,669,608円
期末手当：
6月　＠1,043×4H/日×21日×1.2×0.3×22人＝693,887円
＠1,009×4H/日×21日×1.2×0.3×22人＝671,267円
12月　＠1,043×4H/日×21日×1.2×0.6×22人＝1,387,774円
＠1,009×4H/日×21日×1.2×0.6×22人＝1,342,535円
費用弁償：＠4,200×10ヶ月×4人＝168,000円
＠3,800×10ヶ月×30人＝1,140,000円
（10人は2㎞以内のため0円）
計：41,338,087円
④越谷市立小中学校

－ － － － R4.4 R5.3
令和4年4月から令和5年3月まで
全44校に1人配置する。199日×
4H/1日×44人＝35,024H（延べ）

市HP、広報紙、庁内掲示 R4当初（地）

24 R3 単 －

小中学校健
康診断感染
症拡大防止
事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 2,358 2,358 2,358

①児童生徒の健康診断を行う際、新型コロナウイルス感染症対
策として、児童生徒ならびに医療従事者の感染予防対策用品を
整備することで、感染症の拡大を防止する。
②消耗品費
③
ニトリル手袋（50枚入り）　1,050円×1,728箱×1.1＝1,995,840円
手指消毒液（１ﾘｯﾄﾙ）　1,000円×329本×1.1＝361,900円
合計：2,357,740円
④市内小中学校、学校医・学校歯科医、児童生徒

－ － － － R4.4 R5.3
市内小中学校におけるクラスター
発生率を０件とする。

市HP R4当初（地）

25 R3 単 －

新型コロナ
ウイルス感
染症対策学
習指導員配
置事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 61,034 61,034 61,034

①新型コロナウイルス感染症の拡大防止策として、行事等の見
直しや延期等に伴う時間割変更等により生活リズムが乱れた子
どものケアや、密を避ける環境づくり等のために、学校教育活動
を支援する学習指導員を配置する。
②報酬、期末手当、費用弁償
③勤務時間　4日/週・4H/日　時給　1,062円
　・報酬＠71,366円/月/人×10か月×64人=45,674,240円
　・期末手当＠181,984円/人×64人=11,646,976円
　・費用弁償＠5,800円/月/人×10か月×64人=3,712,000円
　合計61,033,216円
④市内小中学校

－ － － － R4.5 R5.3
市内全小中学校（44校）へ学習指
導員を計64人（各校1～2人）配置
する。

市HP R4補正（地）

26 R3 単 －

学校の臨時
休業に伴う
学習等への
支援事業
（集団宿泊
行事臨時補
助金）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら
しへの支援

○ － 17,980 17,980 17,980

①新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、スキー教室を
延期又は中止し、それに伴うキャンセル料等を公費負担するこ
とにより、保護者の負担を軽減する。
②中学校のスキー教室の中止に伴うキャンセル料に対する補
助
③旅行前日に中止した場合のキャンセル料
　中学校スキー教室キャンセル料（13校、2,583人）
　　　　　　　　　　　　　＊1年生：981人、2年生：206人
　　平均＠15,147円※/人×1,187人＝17,979,489円
　　（※前日にスキー教室を中止した場合のキャンセル料）
④生徒の保護者

－ － － － R4.12 R5.3
助成を希望する保護者に対し、
100％、補助金を交付することによ
り、経済的負担の軽減を図る。

市HP R4補正（地）

27 R3 補 －

デジタル田
園都市国家
構想推進交
付金

内閣府 通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園
都市国家構想」

○ － 39,627 19,814 19,814 19,813

①市ホームページのリニューアルに併せ、行政手続きのオンラ
イン化を推進するとともに、オンライン化されている手続きを体
系的に整理して、サブサイト「ネット市役所」を開設する。また、
市ホームページを、より情報が見やすい、より情報を探しやすい
ものに改修し、チャットボットを導入することや、SNSとの連携を
強化することで、市民が必要な情報を容易に手に入れることが
できる仕組みを構築する。
情報発信の充実化、行政手続きのオンライン化を推進すること
で、情報入手や手続きをオンラインで行うことができるようにな
り、市民の利便性向上につなげるとともに、新型コロナウイルス
の感染拡大防止を図る。
②ホームページリニューアル業務委託
③ホームページリニューアル業務委託料　36,061,000円、ホーム
ページ管理システム保守委託料　3,566,000円
合計　39,627,000円
④市ホームページ利用者

－ － － － R4.6 R5.3
令和4年度末におけるネット市役
所で公開する手続き・サービスの
件数を300件以上にする。

市HP、Cityメール、SNS、広報紙等 R3補正（国）

28 R3 補 －
子ども・子育
て支援交付
金

内閣府 通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 21,271 7,078 7,078 7,078 7,115

①コロナ禍にある地域子育て支援拠点、保育所等において、感染症に対す
る強い体制を整え、感染症対策を徹底しつつ事業を継続的に提供していく
ため必要なかかり増し経費のほか、学童保育室の臨時休室の際にかかる
経費や、感染防止用に必要な備品購入等を補助する。
②かかり増し経費、臨時休室の際にかかる経費、感染防止用に必要な備品
購入等
③【総事業費】A：11施設×補助上限額300,000円＝3,300,000円 B:補助上限
額15,000,000円（定員に応じ、300,000円、400,000円、500,000円の補助上限
額あり、46箇所）  C:・感染症対策に要するかかり増し経費（超過勤務手当
等）220,000円×3施設＝660,000円・・・a
・感染防止用の備品購入等（アルコール）＠3,500×4缶×3施設×1.1＝
46,200円　（ニトリル等手袋）＠1,700×12箱×3施設×1.1＝67,320円（シャボ
ネット）＠11,000×3箱×1.1＝36,300円　（ペーパータオル）＠3,200×12箱×
3施設×1.1＝126,720円　計276,540円・・・b　（a+b）＝936,540円  A+B+C
（a+b）＝19,236,540円
D:学童保育料の返還にかかる経費　公設学童保育室　8施設、544,400円、
民設学童保育室　1施設   90,000円
学童保育室の感染拡大防止対策に必要な消耗品購入等　公設学童保育室　
51施設、600,000円、民設学童保育室　2施設、800,000円　
【その他財源】：埼玉県放課後児童クラブ等に係る新型コロナウイルス感染
対策事業費補助金：7,078,000円、一般財源：37,000円
④A：子育てサロン5か所、ファミリー・サポート・センター1か所、保育ステー
ション3か所、病児保育室2か所
B：「プラス保育」幼稚園、一時預かり（幼稚園型）、一時預かり（一般型）、地
域子育て支援センター（私立）
C:公立地域子育て支援センター3か所（増林・荻島・新方）
D:市内の公設学童保育室及び民間学童保育室53施設

－ － － － R4.4 R5.3

A:対象施設におけるクラスター発
生件数を０件とする。
B:認可保育施設等における臨時
休園発生率を5％以内（延べ臨時
休園日数/延べ開園日数）とする。
C:地域子育て支援センター開所率
（1-（休園日数/開所必要日数）
*100）を90％とする。
D:対象施設におけるクラスター発
生件数を0件とする。

A:市HP
B,C：報道機関を通じて周知、市HP
D:市HP、対象者への通知、City
メール

R3補正（国）

29 R3 補 －
保育対策総
合支援事業
費補助金

厚生労働省 通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 55,320 27,550 27,550 27,550 220

①コロナ禍にある保育所等において、感染症に対する強い体制
を整え、感染症対策を徹底しつつ事業を継続的に提供していく
ため、必要なかかり増し経費のほか、感染防止用に必要な備品
購入等を補助する。
②かかり増し経費、感染防止用に必要な備品購入等
③【総事業費】A：補助上限額46,100,000円（定員に応じ、300,000
円、400,000円、500,000円の補助上限額あり、118箇所）
　B：・感染症対策に要するかかり増し経費（超過勤務手当等）
420,000円×18施設＝7,560,000円・・・a
・感染防止用の備品購入等　
　（アルコール）＠3,500×4缶×18施設×1.1＝277,200円
　（ニトリル等手袋）＠1,700×12箱×18施設×1.1＝403,920円
　（シャボネット）＠11,000×18箱×1.1＝217,800円
　（ペーパータオル）＠3,200×12箱×18施設×1.1＝760,320円
　　計1,659,240円・・・b
＜合計＞　A+B（a+b）＝55,319,240円
【その他財源】：一般財源：220,000円
④A:私立保育園、認定こども園、地域型保育事業所、認可外保
育施設
B:公立保育所18か所

－ － － － R4.4 R5.3

A:認可保育施設等における臨時
休園発生率を5％以内（延べ臨時
休園日数/延べ開園日数）とする。
B:保育所開所率（1-（休園日数/
開所必要日数）*100）を90％とす
る。

A,B：報道機関を通じて周知、市HP R3補正（国）

30 R3 補 －
疾病予防対
策事業費等
補助金

厚生労働省 通常交付金 ○
③-Ⅰ-１．医療提供
体制の強化

○ － 22,290 11,145 11,145 11,145

①風しん抗体の保有率の低い世代の男性の抗体保有率を90％
まで引き上げる。風しんの感染拡大防止、妊婦への感染と先天
性風しん症候群の発生の防止。新型コロナウイルス感染対応に
係る医療機関における負担の軽減を図る。
②③
・印刷製本費： 2,169,800円×1.1=2,386,780円
・通信運搬費： 84円×37,000人=3,108,000円
・抗体検査費： 3,000人（各検査法合計）15,837,580円
・事務手数料：　300円×3,000人=900,000円
・検査費助成金、償還払い：時間内5人　27,115円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　時間外5人　29,865円
　合計：22,289,340円
④1962(昭和37）年4月2日から1979(昭和54）年4月1日生まれの
男性で、抗体検査の未受検者およそ38,000人

－ － － － R4.4 R5.3
事業開始当初の対象人数（47,000
人）を基に、受検者累計で６０％
(28,000人）

市HP、広報紙、事業概要④の対
象者に個別通知(クーポン券送付）

R3補正（国）
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経済対策との関係
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費
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国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

個人を対象
とした給付

金等

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
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国
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独

所

管
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業の名称

コロナ禍
において
原油価

格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要

な事業

Ｂ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

31 R3 補 －
学校保健特
別対策事業
費補助金

文部科学省 通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 41,190 20,595 20,595 20,595

①児童の安心安全な学習環境を確保しつつ教育活動を着実に
継続するため、学校の新型コロナウイルス感染症対策等に必要
な感染予防対策用品を整備し、感染症の拡大を防止する。
②消耗品費・備品購入費
③オゾン発生装置 @520,000×22台×1.1＝12,584,000円
　　自動水栓 ＠28,000×540個×1.1＝16,632,000円
　　ハンドソープ（250㎖） @260×9,360本×1.1＝2,676,960円
　　ハンドソープ（4ℓ）　@2,012×1,980本×1.1＝4,382,136円
　　ビニル手袋 ＠348×1,760梱×1.1＝673,728円
　　パルスオキシメーター @4,830×220台×1.1＝1,168,860円
　　熱中症指数測定器 @3,550×132台×1.1＝515,460円
  　口元が見えるマスク@1,520（税込）×1,300枚＝1,976,000円
　　抗原検査キット @12,000×44校×1.1＝580,800円
　　合計　41,189,944円
④市内小中学校　児童生徒、教職員

－ － － － R4.4 R5.3
市内小中学校におけるクラスター
発生率を０件とする。

市HP R3補正（国）

32 R3 単 －
感染症対策
支援事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-１．医療提供
体制の強化

○ － 477,644 477,644 477,644

①新型コロナウイルス感染症対策として保健所が行ってきた、
発生届受理から積極的疫学調査、通知業務等の一連業務を感
染拡大期においても包括的かつ効率的に実施することを目的と
して外部委託を行う。
②委託料
③パソコン・プリンター設置導入費用等一式　32,665,500円
6月運営費用（委託先職員分）　11,428,000円
7月運営費用（委託先職員分）　36,337,700円
8月運営費用（委託先職員分）　49,732,600円
9月運営費用（委託先職員分）　49,732,600円
10月運営費用（委託先職員分）　43,788,100円
11月運営費用（委託先職員分）　42,544,700円
12月運営費用（委託先職員分）　45,334,000円
1月運営費用（委託先職員分）　44,227,600円
2月運営費用（委託先職員分）　38,595,700円
3月運営費用（委託先職員分）　39,826,700円
合計434,213,200円×1.1＝477,643,520円
④委託業者

－ － － － R4.6 R5.3

新型コロナウイルス感染症の感染
拡大期（第6波）に1日約400人の
感染者に対し、支援等業務を行っ
てきたが、さらなる感染拡大に備
え、1日約800人の感染者が発生
した場合にも対応できるように、業
務体制を整備することで、保健所
の継続的、安定的な運営を行う。

市HP R4補正（地）

33 R4 単 ○
生活支援臨
時特別給付
金給付事業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者
等への支援

○ － 265,400 265,400 265,400

①新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中、原油
価格や物価高騰の影響を受けている住民税均等割のみの課税
世帯に対し、生活・暮らしの支援を行うため「生活支援臨時特別
給付金」を支給する。
②③
消耗品費　100,000円
通信運搬費　2,000,000円
手数料　300,000円
給付事務等委託料　13,000,000円
特別給付金（5,000世帯）　250,000,000円
合計　265,400,000円
④住民税均等割のみ課税世帯

－ － ○ － R4.8 R5.3
交付対象者の申請率を95％とす
る。

対象世帯への確認書・申請書の送
付、広報紙、市HP

R4補正（地）

34 R4 単 ○
子育て世帯
応援特別給
付金

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者
等への支援

○ － 443,800 443,800 443,800

①新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中、原油
価格や物価高騰の影響を受けている子育て世帯への支援を目
的とし、特別給付金を支給する。
②③
事業費：給付費 対象児童44,000人×10,000円＝440,000,000円
事務費：印刷製本費100,000円、通信運搬費2,100,000円、手数
料1,600,000円
合計　443,800,000円
④中学校修了までの児童を養育する父母等

－ － ○ － R4.8 R5.1 申請者の95％に交付する。

市HP
広報掲載
cityメール
勧奨案内送付

R4補正（地）

35 R4 単 ○
保育所給食
栄養管理事
業

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者
等への支援

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世
帯支援

12,676 12,676 12,676

①新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中、エネ
ルギー・食料品価格等の影響により保育所給食の材料費の増
加が見込まれるため、公立保育所給食費の負担軽減として給
食用物資を購入する。
②高騰した分の食材購入費（職員は除く）
③R4年度支出見込165,673,704円－R3年度実績152,998,162円
＝12,675,542円
（支出見込額積算：4月～8月は実績、9月は前年の109％、10月
～3月は前年同月の110％）
④市内公立保育所

－ － － － R4.4 R5.3
食事摂取基準に基づき、原油価
格・物価高騰前に提供していた給
食の提供を100％維持する。

市HP R4当初（地）

36 R4 単 ○
私立保育所
等給食費臨
時支援金

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者
等への支援

○ － 21,976 21,976 21,976

①新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中、原油
価格・物価高騰により、保育施設等における給食材料費の増加
が見込まれるため、給食材料費に係る物価高騰分相当額を給
付し、保護者負担を増やすことなく栄養バランスや量を保った給
食の提供を行う。
②給食材料費（主食・副食）4,900円/月の7%相当分
対象期間：令和4年8月から令和5年3月まで（8か月間分）
③基準月額単価：（保育）343円/人（幼稚園）274円/人（牛乳代
のみの場合55円/人）
　（保育）　＠343円×5,058人×8か月＝13,879,152円
　（幼稚園）（＠274円×4,212人×7か月）+（＠55円×46人×7か
月）＝8,096,326円　合計21,975,478円
④施設類型と施設数（入所児童数）：私立保育園24園（2,231
人）、認定こども園9園（1,892人）、地域型保育事業所65園（935
人）、私立幼稚園20園（4,258人）

－ － － － R4.8 R5.3
保護者が負担する給食費の値上
げを行う私立保育施設等の園数
を0とする。

市HP R4補正（地）

37 R4 単 ○

農業用燃
油・肥料高
騰対策支援
金

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者
等への支援

○ － 50,464 50,464 50,464

①新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、原油価
格・物価高騰によって経営が圧迫されている、農業経営者の負
担を軽減するため、燃油費及び肥料費の一部を支援する。
②（燃油費）令和4年1月1日から令和4年12月31日までに購入し
た燃料費の合計量1ℓあたり12円を補助
（肥料費）令和4年1月1日から令和4年12月31日までに購入した
肥料費の3/10以内を補助
③（燃油費）  ❶A重油（施設園芸） 12円×10,000ℓ×50人＝
6,000,000円　❷灯油（施設園芸） 12円×3,000ℓ×50人＝
1,800,000円　❸軽油及び灯油 12円×23.6ℓ×6,740a＝1,908,768
円❶+❷+❸合計9,708,768円×申請率80％＝7,767,014円（a）
　会計年度任用職員報酬等1,040,000円（b）、通信運搬費60,000
円（c）（肥料費）【認定農業者等100人】　❶850,000円（平均肥料
費）×1.45（上昇率）×3/10×80人（申請率80％）＝29,580,000円
【その他の販売農業者】129人❷425,000円（平均肥料費の1/2）
×1.45（上昇率）×3/10×65人（申請率50％）＝12,016,875円　
❶+❷合計41,596,875円（d）合計　50,463,889円（a+b+c+d）
④対象者　農業による販売収入額が50万円以上（消費税込み）
あり、次期の作付けを行う意思がある農業者

－ － ○ － R4.9 R5.3 想定対象者の70％へ交付する。 市HP、広報紙等 R4補正（地）

38 R4 単 ○

一般廃棄物
処理事業者
等燃料価格
高騰対策支
援金（7月補
正予算対応
分）

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者
等への支援

○ － 3,465 3,465 3,465

①新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、燃料価
格高騰の影響を受けている一般廃棄物処理事業者等に対し、
補助金を交付することで、安定したごみ収集業務等を維持す
る。
②③価格高騰前後の軽油単価の差額　12円
　支援期間　9か月分
（1）一般廃棄物：@35,000円×66台＝2,310,000円
（2）し尿、浄化槽：@35,000円×33台＝1,155,000円
※1台あたりの単価：3,900ℓ（1台当たり年間消費量見込）×9/12
か月×12円=35,100円≒35,000円
④市内に事業所がある事業者
　一般廃棄物  ：17事業者、対象車両66台
　し尿、浄化槽：14事業者、対象車両33台

－ － － － R4.7 R5.3 交付対象者へ100％交付する。 市HP R4補正（地）

39 R4 単 ○

一般貨物自
動車運送事
業燃料価格
高騰対策支
援金（7月補
正予算対応
分）

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者
等への支援

○ － 172,420 172,420 172,420

①新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中、燃料
価格高騰の影響を受けた一般貨物自動車運送事業者を対象と
して支援金を交付することにより、事業継続の支援を行う。
②（１）一般貨物自動車運送事業者への支援金
　 （２）事務費
③（１）１か月あたり軽油使用量　1,000ℓ・・・Ａ
　価格高騰前後の軽油単価の差額　12円・・・Ｂ
　支援期間　9か月分・・・Ｃ
　Ａ×Ｂ×Ｃ×補助率1/2＝＠54,000円（小型27,000円）
　54,000円×3,100台 + 27,000円×160台＝171,720,000円
　（２）会計年度任用職員　650,000円
　　通信運搬費　50,000円
　合計172,420,000円
④市内に本社又は営業所がある一般貨物自動車運送事業者
　250者　3,260台分

－ － － － R4.9 R5.3 想定対象者の70％へ交付する。 市HP、広報紙 R4補正（地）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、

④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

個人を対象
とした給付

金等

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな

い

交付金の区
分

種類

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価

格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要

な事業

Ｂ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

40 R4 単 ○

バス・タク
シー燃料価
格高騰対策
支援事業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者
等への支援

○ － 11,015 11,015 11,015

①新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、市民生
活や経済活動の基盤となる地域公共交通網の維持確保を図る
ため、燃料価格高騰の影響を受けながらも運行を継続している
バス・タクシー事業者を支援する。
②③
【バス車両】@44,000円×129台＝5,676000円
【タクシー車両】@19,000円×281台＝5,339,000円
　支援機関　3か月分・・・A
　バス1台当たりの1か月平均実働日数 24.92日・・・B
　タクシー1台当たりの1か月平均実働日数 17.66日・・・B’
　バス1台当たりの1日燃料油平均使用料 49.46ℓ・・・C
　タクシー1台当たりの1日燃料油平均使用料 30.46ℓ・・・C’
　1ℓ当たりの燃料価格高騰 12円・・・D
バス車両単価・・・A×B×C×D＝44,371円≒44,000円
タクシー車両単価・・・A×B’×C’×D＝19,365円≒19,000円
④市内を運行するバス事業者、市内に本社又は営業所を置くタ
クシー事業者

－ － － － R4.7 R5.3 想定対象者の70％へ交付する。 市HP R4補正（地）

41 R4 単 ○
学校給食栄
養管理事業

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者
等への支援

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世
帯支援

44,801 44,801 44,801

①新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中、原油
価格・物価高騰により学校給食の材料費の増加が見込まれる
ため、小中学校の負担軽減として給食用物資を購入する。
②高騰した分の食材購入費（教職員分等は除く）
③R4年度支出見込額(児童生徒分)1,210,853,741円 - R3年度
実績額1,166,053,094円 ＝ 44,800,647円
④市内小中学校(児童生徒の保護者)
※教職員等分は除く

－ － － － R4.4 R5.3
学校給食法第八条の学校給食実
施基準を維持する。(100%)

市HP R4当初（地）

42 R3 単 －

地方税共通
納税のQR
コード決済
導入事業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園
都市国家構想」

○ － 26,688 26,688 26,688

①市税の納付書に地方税統一QRコードを印字することで、スマ
ホ決済アプリやクレジットカードなどの非対面納付を拡充し、新
型コロナウイルス感染症の拡大防止策として、納税者の接触機
会の低減を図る。
②③
収納システム改修　13,950,000円
軽自動車税システム改修　3,750,000円
固定資産税システム改修　3,770,000円
一般管理費　2,791,100円
合計＝24,261,100円×1.1＝26,687,210円
④全納付チャネル（窓口納付、コンビニ納付、電子納付、口座振
替）のうち、非接触型ではない窓口納付、コンビニ納付で支払っ
ている者を対象とする。

－ － － － R4.7 R5.3
令和４年度の電子納付率を10％
とする。

市HP、広報紙等 R4当初（地）

43 R3 単 －
傷病給付金
（補正予算
対応分）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 20,400 20,400 20,400

①②新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観点から、自営
業者やフリーランスなど、様々な形態の被保険者においても休
みやすい環境を整備することを目的として新型コロナウイルス
感染症に感染した場合に傷病給付金を支給する。
③100,000円×198件＝19,800,000円
　　50,000円×12件＝600,000円
　合計　20,400,000円
④国民健康保険及び後期高齢者医療の被保険者のうち傷病手
当金の対象とならない個人事業主等で新型コロナウイルスに感
染等し、療養のため事業を営むことができない方

－ － ○ － R4.4 R5.3
申請件数に対する支給を100％と
する。

市HP R4補正（地）

44 R3 単 －

学校系・校
内系ネット
ワーク運用
事業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園
都市国家構想」

○ － 8,075 8,075 8,075

①ウィズコロナ下において、授業、家庭学習用に児童生徒1人1
台配布されたモバイル端末の利用継続・破損、紛失時に継続し
て利用可能
② 11,000,000円：学習者用紛失充電器補充・予備機購入
③1,800円/台×1.1×4,078台＝8,074,440円
④800学級、3～5台/学級充電器配布

－ － － － R4.9 R5.3

児童生徒が、タブレット端末を切
れ目なく、継続して利用できる環
境を整備することで、利用率
100％を目標とする。

市HP、学校へのプリント配布等 R4補正（地）

45 R3 単 －

高齢者施設
従事者等抗
原検査支援
補助事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 50,400 50,400 50,400

①新型コロナウイルス感染症対策として、集中的実施計画に基
づき、高齢者施設等での集団感染を防止し、安心安全な高齢者
施設等を運営するために、施設等の従事者等に対する抗原定
性検査キット購入に係る費用の補助金を交付する。
②事業所で購入する抗原定性検査キットの購入費
③　抗原検査キット（税抜き検査単価）1,500円／1回×16回（期
間中1週間に2回）×6,000人（施設従事者推定数）×35％（令和
3年度実施率30％を上回る想定）＝50,400,000円
④市内の入所、通所、訪問系高齢者施設等の従事者等

－ － － － R4.8 R4.10
対象事業所におけるクラスター発
生件数を0件とする。

事業所向けメール通知、市HP R4補正（地）

46 R3 単 －

地域医療提
供体制確保
事業（補正
予算対応
分）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-１．医療提供
体制の強化

○ － 5,313 5,313 5,313

①新型コロナウイルス感染症に対する診療や検査体制に万全
を期すため、休日当番医の体制拡充を図る。
②委託料
③祝日＠150,700円×延べ10医療機関＝1,507,000円
　年末年始（１）＠223,980円×延べ6医療機関＝1,343,880円
　　　　　　　（２）＠146,560円×延べ8医療機関＝1,172,480円
　　　　　　　（３）＠73,280円×延べ3医療機関＝219,840円
　　　　　　　（４）＠29,830円×延べ1医療機関＝29,830円
　　　　　　　（５）＠248,120円×延べ2医療機関＝496,240円
　日曜（強化体制）（１）＠45,360円×延べ10医療機関＝453,600
円
　　　　　　　　　　   （２）＠29,830円×延べ3医療機関＝89,490円
　合計　5,312,360円
④市内医療機関

－ － － － R4.10 R5.3

祝日、年末年始等に新型コロナウ
イルス感染症に対する診療や検
査を実施する医療機関を1日あた
り2～3医療機関程度確保する。

市HP、広報紙、Cityメール、SNS R4補正（地）

47 R3 単 －

障がい者施
設抗原検査
キット補助
事業（R4.8
月～R4.10
月対応分）

通常交付金 ○

③-Ⅰ-２．ワクチン
接種の促進、検査の
環境整備、治療薬の

確保

○ － 14,196 14,196 14,196

①障がい者施設等における新型コロナウイルス感染症クラス
ターの発生の防止及びサービスの継続的な提供を維持すること
を目的として、従事者を対象に抗原検査キットによる頻回検査
を行う施設等に対して補助金を交付する。
②抗原検査キット購入費用
③期間：令和4年8月6日から10月28日までの12週のうち、施設
等で任意に設定する連続8週間
　補助対象：入所・通所・訪問系施設等155施設1,690人　
　補助内容：1,500円（上限）／1回×16回（期間中1週間に2回）
×1,690人×35％（受検率）＝14,196,000円
④障がい者施設等に勤務する従事者

－ － － － R4.8 R4.10
対象施設におけるクラスター発生
件数を0件とする。

事業者向けにメール通知、市HP R4補正（地）

48 R3 単 －
医療機器等
配送委託料

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 31,266 31,266 31,266

①新型コロナウイルス感染症による自宅療養者を支援するた
め、必要に応じて配食の提供を行い、日常生活をしながら療養
に対する不安や負担を軽減するとともに、買い物等の外出によ
る感染拡大防止を図る。
②委託料
③食料品のセットアップ作業料　2,100,000円
食料品の保管料　700,000円
配送料　7,425,000円
計　10,225,000円×1.1＝11,247,500円
食料品の調達　18,535,000円
計　18,535,000円×1.08＝20,017,800円
合計　11,247,500円+20,017,800円＝31,265,300円
④委託業者

－ － － － R4.11 R5.3
配食サービスを必要とする自宅療
養者へ100％提供する。

市HP R4補正（地）

49 R4 単 ○

障がい者施
設等物価高
騰等対策臨
時給付金

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者
等への支援

○

⑤医療・介護・
保育施設、公
衆浴場等に対
する物価高騰
対策支援

13,350 13,350 13,350

①新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中、エネ
ルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けながらも、障が
い者施設等のサービスを必要とする障がい者のために、事業を
継続して実施できるようにするため、障がい者施設等に対し、給
付金を支給する。
②③【入所系】
（支援施設、グループホーム定員7人以上）9,000円×定員450人
＝4,050,000円
（グループホーム定員6人以下）1施設あたり60,000円×7施設＝
420,000円
【通所系】1施設あたり60,000円×121事業所＝7,260,000円
【訪問系】1施設あたり30,000円×54事業所＝1,620,000円　
計13,350,000円
④【入所系】障害者支援施設、共同生活援助
【通所系】就労継続支援（Ａ型、Ｂ型）、就労移行支援、就労定着
支援、自立生活援助、生活介護、短期入所、地域活動支援セン
ター、指定特定相談、指定一般相談
【訪問系】居宅介護支援、重度訪問介護、同行援護、行動援護

－ － － － R5.1 R5.3 対象事業者100％に交付する。
市HP
各障がい者施設等へ直接周知
（メール）

R4補正（地）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、

④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

個人を対象
とした給付

金等

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな

い

交付金の区
分

種類

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価

格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要

な事業

Ｂ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

50 R4 単 ○

高齢者施設
物価高騰等
対策臨時給
付金

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者
等への支援

○

⑤医療・介護・
保育施設、公
衆浴場等に対
する物価高騰
対策支援

95,386 95,386 95,386

①新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中、エネ
ルギー・食料品価格等の影響を受けながらも、介護サービス等
を 必要としている高齢者のために、事業を継続して実施できる
ようにするため、高齢者施設等を支援する。
②③高齢者施設に対し、物価高騰等によるかかり増し経費。
　 入所系：定員１名あたり12,000円　5,628定員×12,000円＝
67,536,000円
　 通所系：1事業所一律150,000円  118事業所×150,000円＝
17,700,000円
　 訪問系：1事業所一律50,000円　 201事業所×50,000円＝
10,050,000円 入所系＋通所系＋訪問系＝95,286,000円
　 通信運搬費100,000円　合計95,386,000円
④【入所系】　介護老人福祉施設、介護老人保健施設、認知症
対応型共同生活介護、地域密着型介護老人福祉施設、養護老
人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高
齢者向け住宅、特定施設入居者生活介護、短期入所生活介
護、短期入所療養介護、小規模多機能型居宅介護、看護小規
模多機能型居宅介護
【通所系】　通所介護、通所リハビリテーション、地域密着型通所
介護、認知症対応型通所介護、
【訪問系】　訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリ
テーション、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、福祉用具貸
与（販売）、居宅介護支援

－ － － － R5.1 R5.3 対象事業者100％に交付する。
市HP
各高齢者施設等へ直接周知（メー
ル）

R4補正（地）

51 R4 単 ○

障がい児通
所支援事業
所物価高騰
等対策臨時
給付金

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者
等への支援

○

⑤医療・介護・
保育施設、公
衆浴場等に対
する物価高騰
対策支援

2,250 2,250 2,250

①新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中、エネ
ルギー・食料品価格等の影響を受けた障害児通所支援事業所
の負担軽減を図るため、支援金の給付を行うことで、市民に必
要な福祉サービスの安定した運営を図る。
②施設の6か月分の光熱費×光熱費の上昇率
③障害児通所支援事業所75事業所×30,000円（1施設当たりの
支給額）＝2,250,000円
④障害児通所支援事業所

－ － － － R5.1 R5.3 対象事業者100％に交付する。
市HP
事業所への直接通知

R4補正（地）

52 R4 単 ○
私立保育所
等光熱費臨
時支援金

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者
等への支援

○

⑤医療・介護・
保育施設、公
衆浴場等に対
する物価高騰
対策支援

10,020 5,010 5,010 5,010

①新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中、エネ
ルギー・食料品価格等の影響により、保育施設等の光熱費の
増加が見込まれることから、民間保育施設等へ物価高騰分相
当額を支給し、安定した保育施設の運営を図る。
②③【総事業費】利用定員1人当たり1,700円（定員1人当たりの
光熱費に物価上昇率を乗じた額として、埼玉県が積算した額）
A：1,700円×5,274人（認可外保育施設以外）＝8,965,800円
B：1,700円×620人（認可外保育施設）=1,054,000円
A+B＝合計10,019,800円
【その他財源】：埼玉県保育所等物価高騰対策給付事業補助
金：5,010,000円
④施設類型と施設数（利用定員数）：私立保育園24園（2,031
人）、認定こども園9園（1,990人）、新制度幼稚園1園（120人）、
地域型保育事業所65園（1,133人）、認可外保育施設36園（620
人）　※ベビーシッターを含む。

－ － － － R5.1 R5.3 想定対象者の95％へ交付する。 市HP R4補正（地）

53 R4 単 ○

一般廃棄物
処理事業者
等燃料価格
高騰対策支
援金（12月
補正予算対
応分）

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者
等への支援

○

⑦中小企業に
対するエネル
ギー価格高騰
対策支援

1,089 1,089 1,089

①新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、エネル
ギー・食料品価格等の影響を受けている一般廃棄物処理事業
者等に対し、補助金を交付することで、安定したごみ収集業務
等を維持する。
②③価格高騰前後の軽油単価の差額　12円
　支援期間　3か月分
（1）一般廃棄物：@11,000円×66台＝726,000円
（2）し尿、浄化槽：@11,000円×33台＝363,000円
合計　1,089,000円
※1台あたりの単価：3,900ℓ（1台当たり年間消費量見込）×3/12
か月×12円=11,700円≒11,000円
④市内に事業所がある事業者
　一般廃棄物  ：17事業者、対象車両66台
　し尿、浄化槽：14事業者、対象車両33台

－ － － － R5.1 R5.3 交付対象者へ100％交付する。 市HP R4補正（地）

54 R4 単 ○

一般貨物自
動車運送事
業燃料価格
高騰対策支
援金（12月
補正予算対
応分）

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者
等への支援

○

⑦中小企業に
対するエネル
ギー価格高騰
対策支援

58,320 58,320 58,320

①新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中、エネ
ルギー・食料品価格等の影響を受けた一般貨物自動車運送事
業者を対象として支援金を交付することにより、事業継続の支
援を行う。
②（１）一般貨物自動車運送事業者への支援金
　 （２）事務費
③（１）１か月あたり軽油使用量　1,000ℓ・・・Ａ
　価格高騰前後の軽油単価の差額　12円・・・Ｂ
　支援期間　3か月分・・・Ｃ
　Ａ×Ｂ×Ｃ×補助率1/2＝＠18,000円（小型9,000円）
　18,000円×3,100台＋9,000円×160台＝57,240,000円
　（２）会計年度任用職員　990,000円
　　　印刷製本費　20,000円　通信運搬費　70,000円
 合計58,320,000円
④市内に本社又は営業所がある一般貨物自動車運送事業者
　250者　3,260台分

－ － － － R5.1 R5.3 想定対象者の70％へ交付する。 市ＨＰ、広報紙、対象者への通知 R4補正（地）

55 R4 単 ○
省エネエア
コン買換促
進補助金

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者
等への支援

○

④省エネ家電
等への買い換
え促進による
生活者支援

41,120 41,120 41,120

①新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、エネル
ギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者に対し、
省エネエアコンへの買換に対し補助金を交付することで、生活
者支援を行う。
②次の基準を満たす省エネエアコン（新品）への買い替え
・ 統一省エネルギーラベル4つ星以上
補助対象額の1/2の額（千円未満切捨）ただし、下記のいずれ
かを限度額とする。
　・市内店舗からの購入　60,000円　
　・市内に本店登記を有する法人または、市内に住所及び事業
所を有する個人事業主からの購入　100,000円
③（1）事業費　60,000円（市内店舗購入）×250件 ＋ 100,000円
（個人事業主などからの購入）×250件＝40,000,000円
　（2）会計年度任用職員 1,000,000円、通信運搬費120,000円
合計41,120,000円
④市内在住の個人。（1世帯1台まで）

－ － ○ － R5.1 R5.3
想定対象件数（500件）の70％へ
交付する。

市ＨＰ、広報紙等 R4補正（地）

56 R4 単 ○
こども支援
臨時特別給
付金

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者
等への支援

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世
帯支援

541,900 541,900 541,900

①新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中、エネ
ルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている子育て
世帯への支援を目的とし、特別給付金を支給する。
②③
事業費：児童数53,600人×10,000円＝536,000,000円
事務費：会計年度任用職員460,000円　消耗品費20,000円　印
刷製本費210,000円　通信運搬費　3,400,000円　手数料
1,810,000円　事務費合計　5,900,000円　
合計　536,000,000＋5,900,000円＝541,900,000円
④18歳以下の児童を養育する父母等

－ － ○ － R5.1 R5.3 申請者の95％に交付する。

市HP
広報掲載
cityメール
LINEでの通知
勧奨案内送付

R4補正（地）

57 R3 単 －

障がい児施
設等抗原検
査キット補
助事業

通常交付金 ○

③-Ⅰ-２．ワクチン
接種の促進、検査の
環境整備、治療薬の

確保

○ － 5,040 5,040 5,040

①障がい児施設等における新型コロナウイルス感染症クラス
ターの発生の防止及びサービスの継続的な提供を維持すること
を目的として、従事者を対象に抗原検査キットによる頻回検査
を行う施設等に対して補助金を交付する。
②抗原検査キット購入費用
③期間：令和4年8月6日から10月28日までの12週のうち、施設
等で任意に設定する連続8週間
　補助対象：通所支援事業所75施設　相談支援事業所７事業所　
　補助内容：実施率35％と仮定
　＠1,500×2回（一週）×8週×600人×35%　＝　5,040,000円
④障がい児施設等に勤務する従事者

－ － － － R4.8 R4.10
対象施設におけるクラスター発生
件数を0件とする。

市HP、事業者向けにメール通知 R4当初（地）

58 R3 単 －

感染症対策
支援事業
（休日夜間
対応）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-１．医療提供
体制の強化

○ － 54,152 54,152 54,152

①休日及び夜間における新型コロナウイルス感染症に関する
相談や問い合わせ対応を外部委託する。
②委託料
③業務委託運営費一式　11,360,416円
回線費用（委託先職員分）　37,868,002円
合計49,228,418円×1.1＝54,151,259円
④委託業者

－ － － － R4.8 R5.3

保健所保健師で対応していた相
談や問合せ対応の一部を外部委
託することにより、保健師が行う
べき入院調整に注力する。入院調
整に係る相談や問合せ対応を
90％減とする。

市HP R4補正（地）

59 R3 単 －
医療機関へ
の傷病者救
急搬送事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-１．医療提供
体制の強化

○ － 5,520 5,520 5,520

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、救急出
動において、市内・近隣医療機関で受け入れられない傷病者
の、市外医療機関への搬送にかかる経費を支出する。
②市外医療機関への搬送経費
③＠1,300×3人×800件＝3,120,000円
　 ＠1,000×3人×800件＝2,400,000円
合計5,520,000円
④市民（新型コロナウイルス感染症患者等救急搬送される傷病
者）及び救急業務に従事する消防職員

－ － － － R4.4 R5.3
医療機関への搬送が必要な傷病
者を100％搬送する。

市HP R4当初（地）


